
令和４年７月５日 

政 策 経 営 部 

政策研究・調査課 

 

令和４年就業構造基本調査の実施について 

 

令和４年１０月１日を調査期日として、下記のとおり全国一斉に「令和４年就業構造基本調

査」を実施します。 

記 

１ 調査の目的 

国民の就業・不就業の状態を明らかにし、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を 

得ることを目的とする。 

 

 

２ 調査期日 

  令和４年１０月１日 

 

３ 調査主体 

  総務省 

 

４ 調査対象 

（１）調査の地域 

令和２年国勢調査の調査区のうち、総務大臣が指定する全国約34,000の調査区 

（２）調査の対象 

指定された調査区のうち、総務大臣の定める方法により市町村長が選定した抽出単位

（一つの世帯が居住することができる建物または建物の一部をいう。）に居住する約54万

世帯の15歳以上の世帯員約108万人 

※世田谷区：111調査区、約1,700世帯 

 

５ 調査方法 

（１）準備調査 

調査員が、調査区内の全ての住戸の名簿を作成し、抽出住戸数が 15 となるように総務

大臣の定める方法により、調査対象となる世帯を無作為抽出する。 

（２）実地調査 

調査員が、調査票を調査対象となる世帯ごとに配布し、世帯がインターネットで回答す

る方法、郵送により提出する方法で実施する。 

※今後の新型コロナウイルス感染症の感染状況により変更する場合がある。 

 

６ 主な調査事項 

（１）全員に関する事項 

男女の別、出生の年月、教育の状況、育児・介護の有無 など 

（２）有業者について 

雇用契約期間、仕事内容、１週間の就業時間、現職に就いた理由 など 

（３）無業者について 

就業希望の有無、希望する職種、求職活動の有無 など 
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７ 調査規模（世田谷区） 

（１）調査区数   １１１調査区 

（２）調査対象世帯 約１，７００世帯 

（３）調査員数   約１１０名 

 

８ 周知方法 

区のお知らせ、区ホームページ、エフエム世田谷、デジタルサイネージ、リーフレットの

配布、ポスター掲示（区施設、区広報板、世田谷線各駅など） 

 

９ 今後の予定 

  令和４年８月下旬～９月上旬 調査員による準備調査（担当調査区の確認、チラシ配布等） 

      ９月 23 日～30 日  調査対象世帯へ調査票を配布 

      10 月中旬      調査対象世帯へ回答状況の確認 

  令和５年７月末まで     調査結果の公表（総務省統計局ホームページ） 
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